
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和 7 年度の消費生活相談の特徴として、通信販売におけるトラブルの増加が見られます。特に、５０歳以

上では定期購入に関する相談が大きく増えました。 

また、高齢者のリフォーム工事に関する相談では、高額な契約のトラブルが多くなっています。 

 

 

 
 

 

 

 

 

１ 「悪質な定期購入商法」に関する相談の増加と後払い決済の利用拡大 
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令和 ８ 年７ 月 1 6 日 
経済局市民経済労働部 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 

令和 7 年度 消費生活相談の傾向 

～巧妙化するネット通販のトラブルに注意～ 

【図①】「定期購入」の相談件数と契約者年代 

【図③】「後払い決済」※１の利用数 

【図②】「定期購入」の商品・役務別割合 

後払い決済サービスの問題点 

後払い決済は、商品を受け取ってから支払うことがで

き、またクレジットカード番号を伝えずに決済できるた

め、利用者が増えています。 

＜令和 7 年度の相談概況＞ 

・センターに寄せられた消費生活相談 

受付件数は 17,167 件 

・契約金額は 141.9 億円に 

・60 歳以上の相談件数は 

7,025 件（全体の 40.9％）で、 

前年度より 4.7％増加 

※1 商品の発送後に送付される請求書を用いて、コンビニや銀行等 

 
裏面あり 

（別紙事例１参照） 

 通信販売では、「お試し」「初回〇％OFF」の広告を見て注文したところ定期購入だった、などの相談が急増し

ています。特に 50 歳代以上の各年代で増加しており、シミ・しわ改善クリームやファンデーションなど、化粧品の

購入トラブルが 63％と非常に多くなっています。 

 
 
 

から後払い決済サービス事業者に対して代金を支払うものをいう。 

 

一方で、「詐欺的な定期購入商法」の決済手段として利用されたり、

購入した覚えのない商品代金を後払い決済サービス事業者から請

求されるなどのトラブルも発生しています。 
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２ 通信販売に係る相談の増加（商品未着・商品違いや返金詐欺等） （別紙事例２参照） 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ リフォーム工事に係る相談（75 歳以上に多い次々販売での深刻な被害の発生等） 

（別紙事例 3 参照） 

 

 リフォーム工事などの「工事・建築」の契約金額が 30.4 億円（相談件数 723 件）となり、契約金額、平均契

約金額ともに２年連続増加しています。特に契約者が 75 歳以上では、一度契約した消費者に対し次々と訪

問・勧誘し、繰り返し契約させる「次々販売」のターゲットになりやすく、契約金額も高額になりがちです。地域

や福祉関係者等による日頃の見守りが、被害の未然防止や早期発見につながります。 
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お問合せ先 

経済局消費経済課長        山口   Tel   045 - 671 - 2573 
横浜市消費生活総合センター長   小川   Tel   045 - 845 - 5708 

 

【図④】詐欺的な通販サイト（「商品未着」「品不足」

「注文品違い」に関係する）の相談 

【図⑤】「〇〇pay で返金します」と言われた

詐欺的なトラブルに関する相談件数 

【図⑥】「工事・建築」の契約金額と平均契約金額 

※本件は、横浜経済記者クラブへも同時発表しています。 

「商品を注文後、代金を支払ったが、届かない」、「購入後に、在庫がないと言われた」、「国産と記載された

商品を注文したが、外国産が届いた」など、希望した商品が届かないという相談が急増しています。 

また、「〇〇pay で返金します」と言われ、逆に送金させようとする等の詐欺的な事例が増加しました。 

 

 

 

・契約者の 

 年代別内訳は 

75 歳以上が 

 6 割超え。 

 

 

 

・平均契約金額は 746 万円と 1.5 倍に。 

中には 5,000 万円を超えるケースも。 
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この内、「次々販売」に関わるもの 

困った時は、横浜市消費生活総合センターにご相談下さい。 横浜市消費生活総合センター 検索 



 

 
 

 

事例１ 化粧品の定期購入 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

事例 2 代金を受領後、「在庫がないから〇〇Pay で返金する」と言って詐取する手口 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

事例 3 リフォーム工事の次々販売 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

別紙 

「シワが取れる」という SNS 広告を見て、美容クリームの定期購入を申し込んだ。「初回 2,400 円（コンビニ後払

い）、定期回数のお約束なし」と書いてある広告だった。届いたクリームを使用したが、広告で謳われた効果はなかっ

た。初回で解約しようと事業者に架電すると、「定期コースを初回で解約する場合は、通常価格との差額 9,000 円の

支払いが必要」と案内された。私が見た広告には差額の支払いに関する記載はなかったので、差額の負担なく解約し

たい。（60 歳代 女性） 

●魅力的な表現に惑わされず、「ウソがないか」、「大げさでないか」、「紛らわしくないか」という視点を持ち、広告を

見極めることが大切です。 

●最終確認画面の表示がなかったり、２回目以降の代金や返品・解約の条件等について消費者を誤認させるよう

な表示をし、そのために誤認して申込みの意思表示をした場合には、これを取り消すことができます。申込画面や

最終確認画面は、スクリーンショットで必ず保存しておきましょう。 

●商品を受取拒否したり、解約手続きをせず返送しても後払い決済会社からの請求は止まりません。無視してい

ると、債権回収会社や法律事務所から督促状が届くこともあります。 

センターからのアドバイス 

ネットでアンティーク品を検索して、気に入った商品を販売しているサイトを見つけた。代金はコード決済で支払うよ

う指示され、アプリから送金した。その後、「在庫切れのため、〇〇Pay で返金する」とメールがあり、返金手続きのた

め、メッセージアプリの友達登録を求められた。「画面共有して、〇〇Pay での返金手続きを誘導する」とメッセージが

届いたが、不審に感じたのでそれ以後やり取りはしていない。サイトはすでに無くなっており、事業者の電話番号や所

在も不明だ。（30 歳代 女性） 

●商品代金を支払った後、「在庫がないから〇〇Pay で返金する」と言われ、メッセージアプリの友達登録を誘導

されたというご相談が増えています。相手の指示に従っても〇〇Pay で返金される可能性はほとんどありません。 

●画面共有をすると、自分のスマホの画面が相手に見られ、決済アプリの操作を指示されたり、インターネットバン

キングの口座やログイン ID 等の情報を知られてしまう危険性があります。 

●通販サイトを利用する際は、販売業者の所在地や連絡先等、販売業者の情報を事前に 

しっかり確認しましょう。 

 

センターからのアドバイス 

突然来訪した事業者に勧められ契約した外壁塗装工事をきっかけに、その後もサッシと畳の交換や浴室設備、天

井、雨水管の補修を次々と勧められた。その都度依頼し、すでに 30 契約、総額７,000 万円を超えている。ある日、

残金の一部を支払うため銀行で投資信託を解約したところ、行員に止められた。その後警察官が来て、センターに相

談するよう案内された。工事代金は高いと思ったが、工事は終わっているので支払うつもりだ。県外に家族がいるが、

契約のことは話していない。（80 歳代 男性） 

●リフォーム工事の次々販売では、点検商法が契機となることが多いです。見知らぬ事業者を家に上げることは防

犯上もよくありません。「無料で点検する」などと言われても、安易に応じないようにしましょう。 

●業者は巧みな口実や一見親切そうな様子で勧誘してくるため、契約者本人は被害の意識が乏しく、気づいたと

きには財産の多くを失っていたという例もあります。周囲の方の気づきや見守りがとても重要です。  

センターからのアドバイス 

悪質通販サイトを見分けるチェックポイント 

https://www.kokusen.go.jp/news/data/n-20251118_1.html 

https://www.kokusen.go.jp/news/data/n-20251118_1.html


 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


